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資料２ 

我孫子市議会基本条例素案 

（政策法務室からの指摘を反映した素案） 

※数字はすべて全角にしています。 

前文 

我孫子市議会は、市民から選挙で選ばれた議員により構成され、同じく市民

から選挙で選ばれた我孫子市長とともに、市民の信託を受け我孫子市の代表機

関を構成している。議会は議員による合議制の機関として、市長は独任制の機

関として、それぞれの異なる特性を生かして、市民の意思を市政に的確に反映

させるために健全な緊張関係を保ちながら、我孫子市としての最良の意思決定

を導く共通の使命が課せられている。 

 私たちの我孫子市は、歴史・文化・自然を大切にし、手賀沼や利根川に囲ま

れた水と緑の豊かな環境を生かしたまちづくりを基本に歩み続けてきた。 

 これまで我孫子市議会は、議会運営の活性化と開かれた議会を目指し議会改

革に取り組んできたが、我孫子市を取り巻く社会環境は急速に変化を続けてい

る。このような環境の変化に適切に対応し、持続可能な自治体として発展して

いくためには、市民の信託を受けた意思決定機関である議会は絶えざる自己変

革を行っていかなければならない。 

 我孫子市議会は、今後の議会のあり方を明確にし、議会機能の充実と議会の

活性化をより一層進め、市民の負託に全力で応えていくことを決意し、議会の

最高規範として、ここに我孫子市議会基本条例を制定する。 

 

前文は条例全体の前に置かれ、制定の趣旨、理念などを述べた文章で各条文の解釈の

基準となるものです。議会と市長の関係・これまでの取り組みと市議会のあり方・条例

制定の決意の３項目で構成されています。 

※合議制とは：複数の人の合議によって事を決定する制度です。本会議や委員会は議 

 員の合議によって議決しているため、議会は合議制の機関です。 

※独任制とは：一人の人で事を決定する制度です。市長は執行機関の長として事務を  

 執行しているため、独任制の機関です。 

※最高規範とは：市議会に関するさまざまな決まりごとのうち、その頂点のものをさし 

ます。議会運営や議員活動はこの条例の趣旨を最大限尊重しなければなりません。 
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第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方自治の本旨に基づき、議会及び議員の活動原則等（活

動に関する原則、責務等）の基本的事項を定めることにより、市民に開かれ

た倫理観ある質の高い議会として市民の負託に応えるとともに、市議会の活

性化を図り、住民福祉の向上及び市政の発展に寄与することを目的とする。 

 

第１条は、この条例の目的を定めるものです。 

本条例の基礎となるもので、議会及び議員の活動に関する原則、責務等を条例で定め、

本条例に沿って活動することで、「議会改革の持続的かつ安定的な実行」「議会の説明責任

と透明性の確保」「議会機能の強化と議会運営の充実」を着実に進め、最終的に住民福祉

の向上・市政発展を目指すことを目的としています。 

 

 

第２章 議会運営の原則及び議員活動の原則 

 （議会運営の原則） 

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき運営するものとする。 

（１）市民を代表する議事機関として市民に開かれた議会とし、公正性及び透

明性を確保すること。 

（２）議決責任を重く認識し、迅速に議会としての意思決定を行うこと。 

（３）多様な市民の声を的確に把握し、市政に反映させること。 

（４）議員間の討議を積極的に行い、市政の課題に関する論点や争点を明らか

にすること。 

（５）政策立案及び政策提言に積極的に取り組むこと。 

 

第２条は、議会の活動原則を定めるものです。 

これまでも本会議・委員会のインターネット中継、請願陳情者の意見陳述、採決結果

の公表など、この原則に沿った運営をしてきてはいますが、今後も市民を代表する議事

機関として、市民に開かれた議会として、その役割と責務を十分踏まえて議会運営する

ものとしています。 

 

※議事機関とは：議会は憲法で議事機関と規定されています。議会は議事機関として、 

市の重要事項について審議議決し、地方公共団体の意見を決定する機関です。 

※議員間の討議とは：通常議会は、議案について質疑を中心に行うため、行政への質問 

が中心となっています。そこで、多様な意見を代表する議員が、意見の相違や共通点 

を確認し、結論にいたる過程を公開の場で活発に討議することです。 
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※議員間討議解説 

議会の役割は「住民を代表する機関」として、多様な民意を議会での議論を経て議会

の意思決定へと導き出すことです。議会での議論、つまり議決に至るまでの過程を重視

することで議会の存在意義が明確になります。 

議員間討議とは、重要な政策課題について、市民の多様な意見を反映させるため、合

議制の機関である議会を構成する議員が、それぞれ意見をぶつけ合い、お互いの意見を

尊重しながら議員間で活発な討議・議論をすることです。 

最終的には、議員間で討議することによって、市民と情報や課題を共有しながら、責

任ある決定を行うための合意形成を目指しながら、議会としての結論を導き出し、市の

意思決定を導くことを目的としています。 

 

《議員間討議イメージ》事務局案 

①課題の抽出⇒②多面的な検討・民意の把握（市民との情報共有・参考人質疑等） 

⇒③議員間の討議⇒④執行機関への質疑・意見聴取⇒⑤議会の意思決定 

⇒⑥執行機関への政策提言 

 

 

（議員活動の原則） 

第３条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動をするものとする。 

（１）二元代表制の一翼を担う意思決定機関での一員あることを認識し、議員

間の討議を重んじること。 

（２）市政の課題及び多様な市民の声を的確に把握することに努め、政策立案

及び政策提言を行うことにより、市民生活の向上を目指すこと。 

（３）自らの資質向上のため、不断の研鑽 （さん…ひらがなに）に努めること。 

（４）自らの議会活動について、市民に対して説明責任を果たすよう努めるこ

と。 

 

第３条は議員のあるべき姿を定めるものです。 

議員は議会を構成する一員として市民生活の向上を目指ざ（トリ）し、この原則を

十分認識して活動するものとします。 

※二元代表制とは：住民が直接選挙で選んだ市長と議員によって構成される議会の双方 

が対等な立場でお互い緊張関係を保ち、けん制し合いながら自治体を運営していく、 

二元的な代表を持った制度です。 

国では選挙された議員で組織された国会が指名した内閣総理大臣が内閣を組織し、 

国会に対して責任を負う議院内閣制を採用しています。 
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第３章 市民と議会の関係 

 （情報公開） 

第４条 議会は、議会活動に関して有する情報を積極的に公表し、透明性を高

めるとともに、説明責任を十分に果たすものとする。 

２ 議会は、すべての会議を原則公開とする。 

 

第４条は議会の情報公開を定めるものです。 

議会の情報はホームページ、インターネット中継、議会だよりを通じて情報提供に

努めていますが、より効率的な手法を検討し、積極的に情報提供していきます。さら

に現在、閲覧資料として備え付けている議案資料等の充実も検討していきます。 

常任委員会、議会運営委員会、特別委員会の傍聴は委員長の許可制となっています

が、今後は自由に傍聴できるよう委員会条例を改正します。 

 

 

（議会への市民参加） 

第５条 議会は、市民の意向を議会活動に反映することができるよう、広く市

民の意見を聴取する機会の確保に努めるものとする。 

 

第５条は市民の意見を的確に反映させるための機会の確保を定めるものです。 

委員会審査では請願陳情代表者から意見を聴く機会を設けていますが、議案等の審

査に際しては、公聴会制度や参考人制度を積極的に活用し、市民の意見を議会活動に

反映できるよう努めていきます。 

（公聴会・参考人制度は１３条委員会の活動で解説） 

 

 

（議会報告会・意見交換会） 

第６条 議会は、市民に対し議会で行われた議案等の審議の経過及び結果につ

いて議会報告会を行うとともに、多くの市民の声を意思決定に反映させるた

め、意見交換会を開くものとする。 

２ 詳細に関し必要な事項は、別に定める。 トリ 

 

第６条は第５条の規定を補完するものとして、本会議や委員会での審査以外に市民

の意見を聴く場を設けることを定めるものです。 

議案等の審議過程及び結果報告を行うとともに、テーマを絞って市民との意見交換

を行います。実施方法等については別途定めます。 
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第４章 議会と行政の関係 

 （議会と市長等の関係） 

第７条 議会は、市民の意思を代表する合議制の機関として、二元代表制の趣

旨を踏まえ、常に市長等（とり）と健全な緊張関係を保ち、市政発展に取り

組まなければならない。 

２ 議長から本会議及び委員会に出席を要請された市長等 （者）は、議長又は

委員長の許可を得て、議員の質疑及び質問に対して、論点を明確化し議論を

深める目的で反問する事ができる。 

 

第７条は議会と市長等との関係における議会の責務を定めるものです。 

２３年３月定例会から会議規則・委員会条例を改正し、市長等に反問権を与えてい

ますが、反問する際のルールを明確にしました。 

※反問とは：市長等は、本会議または委員会において、議員の質疑及び質問に対して 

 答弁を行いますが、議員の質疑及び質問に対して論点を明確化し議論を深めるため、 

市長等が逆に質問できることです。 

 

 

（議決事件の追加） 

第８条 議会は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）（追加） 第９６条第２

項の規定に基づき、必要な事項を議決事項として追加する場合は、その理由

及び根拠を明確にしなければならない。 

 

第８条は議会の議決事件の追加を定めるものです。 

意思決定機関としての権限を機能的に発揮するために、市政に重大な影響を及ぼす

ような事項を議決事項に追加することができますが、なぜ議決事項に追加するのかを

説明しなければなりません。 

議決事件の追加には中長期の計画や市民生活に影響を及ぼす重要な施策などが想定

されます。 

※地方自治法第９６条第２項とは：議会の議決事項は、地方自治法第９６条に規定さ 

 れています。第１項では、条例の制定や改正・廃止、予算を定める、決算の認定な 

 ど１５項目が列挙されています。 

また第２項では、地方公共団体に関する事件で議会が議決するべきものを条例に

より定めることができると規定されています。現在、本市議会では、市の基本構想

の制定・改正・廃止について議決事項としています。 
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（議会審議における論点及び争点（トリ）整理） 

第９条 議会は、重要な政策、計画、事業等（以下、（トリ）「政策等」という。）

について、議会審議における論点を整理し、その審議を深めるため、市長等

に対し、次の各号に掲げる事項の説明を求めるものとする。 

（１） 政策等を必要とする背景 

（２） 提案に至るまでの経緯 

（３） 他の自治体の類似する政策等との比較検討 

（４） 市民参加の実施の有無及びその内容 

（５） 政策等の実施に係る財源措置及び将来にわたるコスト計算 

 

第９条は議会審議に際し市長等に説明を求める事項を定めるものです。 

議会審議において論点を的確に整理し、より議論を深めるためには、重要な施策等の

必要性、将来コストなど、多面的な説明資料を参考に様々な角度から議論する必要があ

ることから、市長等に説明を求める事項として５項目を規定したものです。 

政策等については、第８条で議決事項に追加した項目などが想定されます。 

 

 

（政策立案及び政策提言） 

第１０条 議会は、条例の制定、議案の修正、決議等を通じて積極的に政策立

案及び政策提言を行うものとする。 

 

第１０条は議会の意思決定機関としての位置づけを定めるものです。 

議会は市長から提案された議案等の質疑や一般質問などの手法だけではなく、この

条例の目的を達成するために、議員間の討議などを通じて、条例制定や議案修正、決

議など積極的な政策立案を行うとともに、意思決定機関として執行機関に対し政策提

言を行うこととしています。 
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（予算及び決算の審議（追加）） 

第１１条 議会は、予算及び決算の審議に当たっては、市長等（その他執行機

関（以下「市長等」という。）に分かりやすい説明を求めるものとする。 

２ 議会は、市長等が予算を適切に執行しているか監視・（し）評価を行うもの

とする。 

３ 議会は、決算審査（審議）に当たって市長等が執行した事業等の評価を行

うものとする。 

 

第１１条は予算及び決算の審議について定めるものです。 

市政運営の根幹をなす予算審議にあたり、議会としての責務を果たすため、その審

査には十分な説明資料が必要なことから規定したものです。更に議決した予算が適切

に執行されているか、一般質問や委員会審査において常に監視・評価し、その結果で

ある決算の認定にあたっては、事業等の行政効果や経済効果などを評価し、税金が適

切に使われているか審査することとしました。 

決算の状況を予算に照らして審査し、以後の行財政運営の改善に役立つよう、予算

審査・決算審査の重要性の観点から記述したものです。 

 

 

（議会費の充実） 

第１２条 議会は、適正な議会の活動費を充実するため、自ら議会費の予算要

望書を作成し、市長に提出することができる。 

 

第１２条は議会基本条例を実践するため議会活動費（議会費）の充実を定めるものです。 
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第５章 委員会活動 

 （委員会の活動） 

第１３条 議会は、市政の諸課題を適正に判断し、委員会の専門性と特性を活

かした適切な運営に努めなければならない。 

２ 議会は常任委員会、特別委員会等の運営に当たり、公聴会制度及び参考人

制度を活用するものとする。 

３ 議会は、委員会審査に当たって（り）、資料等を積極的に公開し、市民に分

かりやすい議論を行うように努めなければならない。 

４ 委員長は、議員間の討議を積極的に行い、委員長報告に当たっては、審査

における論点や争点等（トリ）を明確にするよう努めるものとする。 

 

第１３条は委員会活動の原則を定めるものです。 

市政が多様化、複雑化していることから、議案等を本会議できめ細かく審査するこ

とが困難なため、議案等を専門的、効率的に審査する常設の機関として３つの常任委

員会及び議会運営委員会を設置しています。また、必要に応じて議会の議決で特別委

員会を設置します。 

議案等の審査にあ（当）たっては、審査機能を十分発揮できるよう、委員会の専門

性を生かし、情報を積極的に公開し、市民の意見を聴き、議員間で議論を尽くすよう

規定しました。さらに、委員長の役割を明記しました。 

※常任委員会とは：市の事務に関する調査及び議案、請願・陳情等の審査を専門的・能 

率的に行うため、条例で定めた常設の委員会です。現在、本市議会では、総務企画・ 

教育福祉・環境都市常任委員会の３つの委員会があり、議員は少なくとも一つの常任 

委員会に所属しています。 

※特別委員会とは：常任委員会とは別に特定の事項を審査・調査するため、その都度 

設置する委員会です。 

※公聴会制度とは：重要な議案等について、利害関係者や学識経験者等から意見を聴く 

 制度です。（地方自治（追加）法第１１５条の２、我孫子市議会(追加)会議規則（昭 

和４９年１２月１７日議会規則第２号）（追加）第７８条～、我孫子市議会（追加） 

委員会条例（昭和４９年１２月１７日条例第５３号）（追加）第２２条～） 

※参考人制度とは：当該地方公共団体の事務に関する調査又は審査のため必要があると 

認めたとき、参考人の出席を求め、意見を聴く制度です。 

※委員長報告とは：委員会での審査また（又）は調査を終えた議案等が、本会議の議題 

となったとき、委員長から審査また（又）は調査の経過と結果を口頭で報告すること 

です。 

※参考人は議会（委員会）の議決により特定の第三者を指名して出席を求めますが、公

聴会は議会（委員会）の議決により公聴会の開催を公示し、申し出があった第三者か 
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ら公述人が選出されます。公述人は賛成・反対の意見を述べるのに対し、参考人はど

ちらでも良く、参考人は出席を拒否できますが、公述人は自ら出席を申し出ているの

で原則拒否できません。 

 

 第６章 議会及び事務局体制の充実 

 （議員研修の充実強化） 

第１４条 議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上を図るため、議員研修

の充実強化を図るものとする。 

２ 議会は、議員研修の充実強化に当たり、広く各分野から専門的知識を取り

入れるよう努めるものとする。 

 

第１２条は、この条例の目的を達成するため議員研修の充実強化を定めるものです。 

 

 

（他の自治体の（追加）議会等との交流及び連携） 

第１５条 議会は、他の自治体の（追加）議会等との交流及び連携を図り、分

権時代に対応した議会のあり方についての調査研究を図るものとする。 

 

第１５条は他の自治体の議会等（追加）との交流について定めるものです。 

加盟している組織としては、東葛都市議会連絡協議会・千葉県市議会議長会・関東

市議会議長会・全国市議会議長会などがあります。 

２５年８月現在 ８１２団体（政令市２０、中核市４２市、特例市４０市、 

一般市６８７市、特別区２３区）、７４７町 、１８３村  合計１７４２市区町村 

 

 

（議会事務局の体制整備） 

第１６条 議会は、政策提案機能、立法機能、監視機能及び調査機能を補助さ

せるため議会事務局の体制整備を行うものとする。 

 

第１６条は議会活動を補佐する事務局体制の充実に関して定めるものです。 

この条例に基づき議会運営を行うには、議会活動全般を補佐する議会事務局の調査

及び政策法務能力を高め、組織体制を強化する必要がある事から定めるものです。 

※議会事務局とは：地方自治法第１３８条の規定により、議会に関する事務に従事し、 

 議長及び議員の職務を補助する組織として、市町村の議会に設置することができる組 

 織です。 
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 （議会図書室の利用） 

第１７条 議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上を図るため、議会図書

室の図書の充実に努めるものとする。 

 

第１７条は議員の政策立案能力向上に資するため、議会図書室に備える図書の充実

を定めるものです。 

※議会図書室とは：地方自治法第１３８（１００）条第１９項の規定により、議員の調 

査研究に資するため、議会に設置が義務付けられた図書室です。 

 

 

 （議会広報の充実） 

第１８条 議会は、情報通信技術の発達を踏まえた多様な広報手段を活用し、

多くの市民が議会及び市政への関心を高めるため議会広報活動の充実強化に

努めるものとする。 

 

第１８条は議会の広報活動について定めるものです。 

第４条でも情報公開を定めていますが、議会の情報はホームページ、インターネッ

ト中継、議会だよりを通じて広報活動に努めていますが、より効率的な手法を検討し

積極的に情報提供していきます。 

 

 

 （政務活動費） 

第１９条 政務活動費は、我孫子市議会政務活動費の交付に関する条例（平成

１３年条例第２６号）の定めるところにより、適正に執行しなければならな

い。 

 

第１９条は政務活動費について定めるものです。 

地方自治法及び政務活動費の交付に関する条例の趣旨に沿って適切に執行しなけれ

ばならないことを明記しました。 

政務活動費は議会の審議能力を強化し、市政に関する調査研究活動の充実を図るた

めの経費の一部として、年額で３０万円を支給しています。 

※政務活動費とは：地方自治法第１００条第１４項及び第１５項の規定により、議員の 

調査研究及びその他の活動に役立てるため必要な経費の一部として、条例に基づき交 

付し、収支報告書の提出を義務付け（追加）ています。 
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  第７章 議員の政治倫理、身分及び待遇 

 (議員の政治倫理) 

第２０条 議員は選挙で選ばれた市民の代表として市民の負託に応えるため、

高い倫理観が求められていることを深く認識し、品位・清廉を尊び（「尊び」

という表現は使わない。再度協議）、高い見識を身につけなければならない。 

 

第２０条は議員の政治倫理を定めるものです。 

議員の倫理条例を別に定めるのではなく、基本的な倫理基準をここに記載しています。 

議員の言動は法規によって規制されるまでもなく、慎重、公正でなければなりませ

んが、議会活動における言動については、地方自治法及び我孫子市議会（追加）会議

規則において「規律」と「懲罰」が規定され、規律の違反に対しては、戒告や陳謝、

出席停止や除名などの懲罰を課すことができると明記されています。 

また、議員の選挙活動や政治活動などについては、公職選挙法（昭和２５年４月１

５日法律第１００号）（追加）及び政治資金規正法（昭和２３年７月２９日法律第１９

４号）（追加）により規制されています。 

 

 

 (議員定数) 

第２１条 議員定数は我孫子市議会議員の（トリ）定数を定める（トリ）条例

（平成１４年条例第２１号）で定めるものとする。 

２ 議会は、議員定数の改正に当たっては、公聴会制度及び参考人制度を十分

に活用することにより、市民の意向を把握し、本市の実情にあった定数を検

討するものとする。 

 

 

 (議員報酬) 

第２２条 議員報酬は、我孫子市議会議員の議員報酬及び費用弁償（トリ）等

に関する条例（昭和３１年条例第１５号）で定める。 

２ 議会は、議員報酬の改正に当たっては、公聴会制度及び参考人制度を十分

に活用することにより、市民の意向を把握することができるものとする。 

３ 議会は、前項の規定により把握した結果を市長に報告するものとする。 

 

第２１条及び第２２条の（は）議員定数及び議員報酬について定めるものです。 

根拠条例を明示するととともに、改正にあ（当）たっては、公聴会制度や参考人制

度を十分活用し、市民の意向を把握することとしています（ものとする）。 
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議員報酬については、特別職報酬等審議会に諮問する必要があることから市長に報

告する旨を規定しています。 

 

第８章 条例の位置づけ及び見直しの手続き 

 （条例の位置つ（付）け） 

第２３条 この条例は、議会における最高規範とする。 

２議会は、議会に関する条例・規則等を制定し、又は改廃する場合においては、

この条例に定める事項との整合を図らなければならない。 

３ 議会は、議員にこの条例に規定する内容の周知徹底を図るため、一般選挙

及び補欠選挙を経た任期の開始後、速やかに、この条例に関する研修を行わ

なければならない。 

４ 議会は、市民の意思を市政に的確に反映させるため、継続的に議会改革に

取り組むものとする。 

 

第２３条は条例の位置づ（付）けを定めるものです。 

前文でも記述したように議会の最高規範であることを明記し、改選後は速やかに議

会基本条例を議員に周知徹底することを規定しました。 

さらに、この条例の目的達成のため、常に議会改革に取り組むこととしています。 

 

 

（見直し手続き） 

第２４条 議会は、この条例の目的の達成の可否について、適宜、検証するも

のとする。 

２ 議会は、前項の規定による検証の結果、議会運営に関する制度の改善が必

要と認められた場合は、この条例の改正を含め、適切な措置を講ずるものと

する。 

３ この条例の改正に当たっては、本会議において改正理由及び改正案の提出

に至った経緯について説明しなければならない。 

 

第２４条はこの条例の見直し手続について定めるものです。 

この条例の目的達成を検証し、その達成状況や社会情勢の変化などに応じて、この

条例が議会の最高法規としてふさわしい内容であるよう必要な措置を講ずることを明

記したものです。 

検証する組織は、現在の議員の任期である平成２７年１１月３０日までは議会改革

特別委員会とし、改選後は議会運営委員会で検証することとしますが、必要に応じて

は特別委員会を設置するものとします。 


